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常盤平地区6号井改修工事

・井戸内洗浄・浚渫・カメラ調査

・揚水試験

・水中ポンプ更新

一式

一式

一式



設計書用紙（２号） 大　内　訳　書

費 目 工 種 種 別 細 別 単 位

工事 直接工事費

常盤平地区6号井改修費 式 1 .00

直接工事費計

共通仮設費 仮設費 式 1 .00

運搬費 式 1 .00

安全費 式 1 .00

共通仮設費計

純工事費

現場管理費 式 1 .00

工事原価

一般管理費等 式 1 .00

工事価格

消費税及び地方消費税

工事費計

第1号　内訳書

数 量 単 価 金 額 摘 要

第3表　単価表

第1表　単価表

第2表　単価表

松　戸　市　水　道　部　　



内　　　訳　　　書
第 1 号 常盤平地区6号井改修費

(1/2) １式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 単 価 金 額 摘 要

機器費 式 1 .00 第4表　単価表

材料費 式 1 .00 第5表　単価表

事前揚水試験 式 1 .00 第6表　単価表

揚水機撤去費 式 1 .00 第7表　単価表

水中カメラ調査費 （事前） 式 1 .00 第8表　単価表

機械洗浄（スワビング） 式 1 .00 第9表　単価表

機械洗浄（ブラッシング） 式 1 .00 第10表　単価表

エアリフト浚渫 式 1 .00 第11表　単価表

揚水・注水洗浄 式 1 .00 第12表　単価表

水中カメラ調査費 （洗浄後） 式 1 .00 第8表　単価表

揚水機設置費 式 1 .00 第13表　単価表

揚水試験 原水39項目検査含む 式 1 .00 第14表　単価表

計

数 量

松　戸　市　水　道　部　　



内　　　訳　　　書
第 1 号 常盤平地区6号井改修費

(2/2) １式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 単 価 金 額 摘 要

報告書作成費 式 1 .00 第15表　単価表

機械器具損料 式 1 .00 第16表　単価表

計

合計

数 量

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 1 表 仮設費

１式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 単 価 金 額 摘 要

技師Ｂ 人

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

計（準備費）

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

機械工 人

計（機械組立・解体費）

仮設消耗品 式 1 .00

計

数 量

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 2 表 運搬費

１式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 単 価 金 額 摘 要

クレーン付きト
ラック

2ｔ車 台

計

数 量

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 3 表 安全費

１式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

安全費(率計算) 式 1 .00

交通誘導警備員Ｂ 人

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 4 表 機器費

１式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 単 価 金 額 摘 要

深井戸用水中モータポンプ 100A 0.8㎥/min×80m×18.5kW 50Hz 200V 台 1 .00

計

数 量

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 5 表 材料費

１式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 単 価 金 額 摘 要

水中ケーブル 平形3心 ｍ 180 .00

揚水管 100A×2.75ｍ　ﾅｲﾛﾝｺｰﾃｨﾝｸﾞ 本 30 .00

仕切弁 100ｍｍ　鋳鉄製 個 1 .00

逆止弁 100ｍｍ　鋳鉄製 個 1 .00

低水位ケーブル 停止用　MA電極付　100ｍ 本 1 .00

水位測定管 VP25　ソケット共 本 22 .00

計

数 量

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 6 表 事前揚水試験

１式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 単 価 金 額 摘 要

技師Ａ 人

技師Ｂ 人

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

消耗材料費 式 1 .00

計

数 量

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 7 表 揚水機撤去費 １式 当たり

ポンプ位置82.5ｍ100A(揚水管)

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

電工 人

消耗品費 式 1 .00

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 8 表 水中カメラ調査費 １式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

人件費 式 1 .00

基本調査料金 式 1 .00

編集解析費 式 1 .00

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 9 表 機械洗浄費（スワビング） １式 当たり

深度160ｍ

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

技師Ｂ 人

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

スワビング消耗品費 式 1 .00

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 10 表 機械洗浄費（ブラッシング） １式 当たり

深度160ｍ　スクリーン長52ｍ

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

技師Ｂ 人

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

ブラッシング消耗品費 式 1 .00

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 11 表 エアリフト浚渫費 １式 当たり

深度160ｍ　16ｍ埋設

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

技師Ｂ 人

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

エアリフト浚渫消耗品 式 1 .00

浚渫物処分費 収集運搬含む m3

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 12 表 揚水・注水洗浄費 １式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

技師Ｂ 人

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

注水洗浄消耗品費 式 1 .00

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 13 表 揚水機設置費 １式 当たり

ポンプ位置82.5ｍ100A(揚水管)

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

電工 人

消耗品費 式 1 .00

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 14 表 揚水試験

洗浄揚水試験、段階揚水試験、定量・回復 １式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 単 価 金 額 摘 要

技師Ａ 人

技師Ｂ 人

さく井主任 人

さく井技士 人

さく井工 人

消耗材料費 式 1 .00

水質検査費 原水３９項目 式 1 .00

計

数 量

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 15 表 報告書作成費 １式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

主任技師 人

技師Ａ 人

技師Ｂ 人

写真費 式 1 .00

印刷製本費 部 2 .00

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 16 表 機械器具損料 １式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

改修櫓 供用 日

ウインチ 供用 日

ウインチ 運転 日

井戸用工具類 供用 日

分電盤 供用 日

水中テレビカメラ 供用 日

水中テレビカメラ 運転 日

揚水管・三角堰 供用 日

排水タンク（5㎥） 供用 日

コンプレッサー 供用 日

コンプレッサー 運転 日

エアリフト揚水管 供用 日

計

松　戸　市　水　道　部　　



単　　　価　　　表
第 16 表 機械器具損料 １式 当たり

名　　　　称 細 別 規 格 寸 法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要

エアホース 供用 日

洗浄ツールス 供用 日

計

合計

松　戸　市　水　道　部　　
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 仕 様 書 

（適 用） 

第 1 条 この仕様書は、標記工事（以下、「本工事」という。）に関し請負

者が遵守する請負契約約款及び最新版の千葉県県土整備部技術管理課

監修「土木工事共通仕様書・施工管理基準」（以下「共通仕様書」とい

う。）のほかに、特に守らなければならない事項を定めたものである。 

2  この工事の施工にあたっての一般的事項は、特記仕様書によるものと

する。 

 

（工事カルテ作成・登録） 

第 2 条 請負者は、受注時又は変更時において工事請負代金額 500 万円以

上の工事について、工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、

受注・完成・訂正時に工事実績情報として「工事カルテ」を作成し監

督職員に提示し、承認を受けた後、（財）日本建設情報総合センターに

登録申請しなければならない。また、請負者は、（財）日本建設情報総

合センター発行の「工事カルテ受領書」の写しを監督職員に提出する

ものとする。なお、「工事カルテ」の登録申請は、次によるものとする。 

（1）  受注時登録データーの提出期限は、契約締結後、土曜日・日曜日・

祝日を除き 10 日以内とする。 

（2）  完了時登録データーの提出期限は、工事完成後 10 日以内とする。 

（3）  施工中に受注時登録データーの内容に変更があった場合は、変更が

あった日から土曜日・日曜日・祝日等を除き 10 日以内に変更データー

を提出するものとする。尚変更時と完成時の間が 10 日間に間に合わな

い場合は、変更時の提出を省略できるものとする。 

（4）  登録データーに訂正があった場合は、適宜摘出するものとする。 

 

（建設副産物） 

第 3 条 「建設リサイクル推進計画 2020」（国土交通省） 

に基づき、本工事に係る「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促 

進計画書」を「建設副産物情報交換システム(ＣＯＢＲＩＳ)」により作 

成し、施工計画書に含め各 1部提出すること。また計画の実施状況（実 

績）については、「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施 

書」、並びに「建設副産物情報交換システム工事登録証明書」を入力シ 

ステムにより作成し、出力した様式を各 1部提出するとともに、これら 

の記録を工事完成後 1年間保存しておくこと。 

2  建設副産物の処分に先立ち、「建設副産物処分承認申請書」を作成し、

提出すること。 



  3  建設廃棄物の処理を委託する場合は、運搬あるいは処理について許可

業者と各々建設廃棄物処理契約を締結し、「建設廃棄物処理委託契約

書」を監督職員に提示するとともに、同契約書の写しを提出すること。 

  4  建設副産物の処理終了後、速やかに「建設副産物処理調書」を作成し、

提出するとともに、実際に要した処理費等（受入伝票、写真等）を証

明する資料を監督職員に提出し確認を受けること。 

  5  建設廃棄物の処理にあたって、産業廃棄物管理票制度に基づく紙マニ

ュフェスト方式による場合は、複写式伝票のＤ票及びＥ票の写しを提

出すること。 

     また、電子マニュフェスト方式による場合には、建設廃棄物の引渡

し時、運搬終了時及び処分終了時に登録した情報をパソコンにより印

刷し提出すること。 

6  運搬に先立ち受入条件等を確認し、監督職員に報告するものとする。 

工事発注後、事情により上記の指定処理により難い場合は、監督職員

と協議するものとする。 

7  搬出先において、許可番号を示した看板と現場から搬出したことが明

らかとなるように廃棄物を積んだダンプトラックを写した写真を工事

写真として監督職員へ提出すること。 

8  石綿セメントの撤去作業については、「石綿障害予防規則」に従うこ

と。 

 

（建設リサイクル法） 

第 4 条 特定建設資材の分別解体等・再資源化等の適正な措置については

次の各項によるものとする。 

2  本工事が、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12

年法律第 104 号）。以下「建設リサイクル法」という。」に基づく対象

建設工事に該当する場合、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資

源化等の実施が義務付けられた工事として取り扱う。尚、建設工事請

負契約書「6.解体工事に要する費用等」については、契約締結時に発

注者と請負者の間で確認される事項であるため、発注者が条件明示し

た事項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。ただし、工

事発注後に明らかになったやむをえない事情により、予定した条件に

より難い場合は、監督職員と協議するものとする。 

3  請負者は、特定建設資材の分別解体等・再資源化等が完了したときは、

建設リサイクル法第 18 条に基づき、以下の事項を書面に記載し、監督

職員に報告することとする。 

① 再資源化等が完了した年月日 

② 再資源化等をした施設の名称及び所在地 



③ 再資源化等に要した費用 

尚、書面に添付する資料は〔再生資源利用計画書（実施書）〕及び〔再

生資源利用促進計画書（実施書）〕を使用するものとする。 

4   請け負おうとする建設業者からの事前説明は、次の各項によるもの

とする。 

1）法第 12 条で、対象建設工事を請け負うとする建設業を営むものは、

発注者に対し、対象建設工事の届出に関する事項を記載した書面（説

明書）を提出し説明を行うこととする。 

2）書面の提出は、契約に先立って行うこととする。 

3）書面は施工計画書に添付するものとする。 

 

（公衆災害） 

第 5 条 本工事の施工にあたっては、「建設工事公衆災害防止対策要綱」に

従って行わなければならない。 

 

（公害対策） 

  第 6 条 工事着手７日前までに松戸市公害防止条例第 37 条に基づき特定

建設作業の実施の届出を市長に届けなければならない。 

2  本工事で使用する建設機械は、仕様書の第 10 条によるものを使用す

ること。 

3  車輪に付着した土砂は必ず場内で落とし、既成市街地の走行で剥離さ

せてはならない。 

 

（施工管理） 

第 7 条 本工事の施工管理は、共通仕様書及び本仕様書の基準及び規格値

によるものとする。ただし、工事の種類、規模、施工条件等が当該施工

管理基準により難い場合は、工事着手前の施工打合せ時に指示する。 

2 工事写真管理は、共通仕様書及び本部仕様書に記載される写真管理基

準による。 

3 工事記録の信頼性を高めるためにも工事写真に撮影年月日を明記す

ること。 

 

（工事中の安全確保） 

第 8 条 工事中の施工にあたっては、「道路工事保安施設設置基準」（昭和 

40 年 10 月 14 日付け建関道管第 756 号 最終改定平成 18 年 4月 1日付

け国関整道管第 65 号）に基づき適切な交通管理を行うものとする。工

事看板は、最終改定されたものを使用するものとする。ただし、これに

よりがたい場合は、監督員と協議するものとする。 



2  工事施工中、又 1 日の作業を終了する際は、現場内の整理整頓を実施

し、原則として現場内に重機・材料等を置かないこと。やむを得ず現

場内にそれらを置く場合は、通行の支障にならない地点を選定し、バ

リケード・保安灯等の安全施設を設置し、監督員に報告すること。 

  3 夜間開放時に段差が生じる箇所については、安全に通行できる様な勾 

配ですりつけるとともに、予告板や保安灯を設置して安全管理に努め

る。 

   4 工事の施工に際し、地下埋設物件等が予想される場合は、その管理者と

現地立会いのうえ、当該物件の位置、深さ等を確認し、保安対策につ

いて十分打合せを行い、事故の発生を防止しなければならない。  

   5 請負者の責により地下埋設物物件等に損害を与えた場合は、速やかに監

督職員に報告するとともに関係機関に連絡し応急措置をとり、請負者

の負担によりこれを補修しなければならない。  

  6 埋設物件等の管理者不明のものがある場合は、監督職員に報告し、その

処置について、占用企業者全体の立会を求め、管理者を明確にしなけれ

ばならない。 

 

（工事現場管理） 

第 9 条 請負者は、工事の施工に当たっては、次の事項を遵守するものと

する。 

1） 積載重量制限を越えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこ

と。 

2） さし枠装着車、不表示車等に土砂等を積み込まず、また積み込ませ

ないこと。 

3） 過積載車両、さし枠装着者、不表示車等から土砂等の引渡しを受け

る等過積載を助長することのないようにすること。 

4） 取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着

車、不表示車等を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態

を解消する措置を講ずること。 

5） 建設発生土の処理及び骨材の購入等にあたって、下請け事業者及び

骨材納入業者の利益を不当に害することのないようにすること。 

6） 以上のことにつき、下請業者にも十分指導すること。 

 

（建設機械の使用） 

第 10 条 本工事において建設機械を使用する際は、「排出ガス対策型建設

機械指定要領（平成 3 年 10 月 8 日付け建設省経機発第 249 号最終改正

平成 12 年 12 月 25 日付け経機発第 118 号）」に基づき指定された排出ガ

ス対策型建設機械を使用すること。 



 

（安全・衛生対策関係） 

  第 11 条 施工に先立ち作成する施工計画書に、本工事の内容に応じた交

通整理員、安全器具等の具体的な配置計画を作成し、監督職員に提出

の上、承認後、施工にあたること。 

2  工事での切削又は消去した路面表示は、その日の作業終了までに必ず

復旧すること。復旧方法等については施工に先立ち監督職員と協議す

るものとする。 

3  工事看板は、デザインが更新されていることから、「路上工事の新看

板」（国土交通省ＨＰ参照）を参照し、新看板を設置すること。 

 

（安全・訓練等の実施） 

第 12 条 本工事の施工に際し、現場に即した安全・訓練等について、工

事着手後、原則として作業員全員の参加により下記の項目から実施内

容を選択し安全・訓練等を実施するものとする。 

1） 安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育 

2） 本工事内容等の周知徹底 

3） 土木工事安全施工技術指針等の周知徹底 

4） 本工事における災害対策訓練 

5） 本工事現場で予測される事故対策 

6） その他、安全・訓練等として必要な事項 

2  施工に先立ち作成する施工計画書に、本工事の内容に応じた安全・訓 

練等の具体的な計画を作成し、監督職員に提出するものとする。 

3  安全・訓練等の実施状況をビデオ等は又は工事報告（工事日報）に記

録し報告するものとする。 

 

（環境対策） 

第 13 条 請負者は、千葉県が請負を開始している環境マネジメントシス 

テムの構成要素をなす「公共事業における環境影響の低減」を推進し、

達成をするため施工計画書《環境対策》内に独立した項目として「環

境に配慮した工事実施計画」について記載するものとする。 

2  本工事で使用する建設機械は、騒音防止及び排気ガス対策を施した機

械を使用するものとし、関係部署に届出をするとともに届出書の写し

を提出するものとする。これにより難い場合は、監督職員と協議する

ものとする。 

  3  舗装版掘削作業においては、騒音防止を施した機械を用いるものとす

る。尚、これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならな

い。 



 

（道路境界・基準点等） 

第 14 条 工事着工前に、道路境界測量図及び基準点網図等をもとに道路   

境界及び基準点等の位置を確認し把握しておくこと。 

2  本工事によりやむを得ず撤去しなければならない杭及び鋲等は、あら

かじめ監督職員に報告し、指示を受けること。復元についても同様と

する。特に路上に設置されている「国土交通省都市再生街区基本調査」

鋲については、設置箇所が不特定であるので注意すること。 

 

（施工一般） 

第 15 条 路線の施工順序については、周辺住民及び店舗等の状況を把握し、

了解を得た後、監督職員に報告し決定するものとする。  

2    構造物の据付等のため掘削する場合は、その日のうちに据付・ 埋め

戻しを行い、夜間は開放するように努めること。  

3   前項の措置を講じられない場合は、覆工板の敷設等路面覆工を行い、

必ず監督職員に連絡を行い指示に従うこと。  

4   仮配管布設工事等に伴いブロック塀等に近接した場所を掘削する場合

は、塀の転倒防止対策を講じること。尚、特に危険が予想される場合は、

監督職員に連絡し指示を受けること。  

5   路盤掘削時についても第1項と同様に1日の工程の中で路盤を施工し、

夜間解放に努めること。 

6  水道管事故防止のため、埋設シートを本管及び給水管の路床部に埋設

すること。  

7  工事の施工に当り、本条件以外の条件が発生した場合、または本条件

による施工が困難な場合は、監督職員と協議するものとする。 

8  協議は、原則として書面で行うものとする。 

 

（工程管理） 

第 16 条 工事施工中の工程管理について、月初めに日報及び工程進捗状

況を工程表に記載し提出すること。 

2  他の工事に競合して工事を実施する際、当初作成した工程とのずれが

生じた場合、その都度監督職員と打合せを行い工期内完成に努めること。 

3  作業時間は、道路上は原則として午前９時から午後５時までとするが、

現場ごとに監督職員、所轄警察署とよく調整を図ること。 

 

 

（品質管理） 

第 17 条 道路埋め戻しの際には十分転圧を行うとともに、40 メートルご



とに貫入試験を実施し、その結果を工事写真並びに記録として提出す

ること。尚、規格値等については「埋戻しの施工管理基準」（松戸市下

水道）に従うこととする。 

2  給水管布設工事を実施する際には、全戸において水質試験、水圧試験 

を実施し、その結果を工事写真並びに記録として提出すること。  

3  路盤においては現場密度試験を、アスファルト合材については抽出試験

を共通仕様書に基づき実施し、その結果を工事写真並びに記録として

提出すること。 

 

（事業損失防止対策） 

第 18 条 沿線のブロック塀コンクリートたたき等の状況を調査し、破損 

している状況が確認された場合は、その所有者及び住居者と市の担当

者立会のうえ、写真撮影・寸法等を記録しておくこと。また、工事施

工に支障をきたすことが予想される箇所については、事前に監督職員

に報告すること。 

2  工事完了後、事前に調査したブロック塀等の破損が拡大していないか、

また新たに生じていないか調査のうえ監督職員に報告し、必要により

補修等の措置を実施すること。 

 

（住民への周知） 

第 19 条 沿線住民に対しては、工事の時期、時間、施工方法、迂回路等工

事内容を十分に説明し、理解と協力を得た上で施工を開始すること。特

に本工事沿線の住民はこれまでの経緯等により工事に神経質となって

いるため、配慮を十分に行うこと。 

2   配水管連絡工事や切り廻し工事等で断水するときは、監督職員と協議 

のうえ対象となる家屋に住む水道利用者に対し十分な広報を行うこと。  

3   路盤の掘削等により通行止めを実施する際は、沿線住民に予め周知す 

るとともに、ゴミの集積場所がある場合は、集配車が通行できる場所に

移設するなどの措置を講じること。  

4   工事施工中、沿線住民から要望や質問等があった場合は、必ず現場代

理人が対応し、必要がある場合は監督職員に報告すること。 

 

（競合工事の調整） 

第 20 条 工事箇所が他工事と競合する場合は、事前に十分工程調整を実施 

し、工事が円滑に進捗するよう努めること。 

 

（週休 2日制適用工事（現場閉所による週休 2日工事）） 

第 21 条 本工事は、週休 2日制適用工事である。  



2  受注者は、現場閉所による週休 2 日工事として取り組むこと。なお、  

予定価格には 4週 8休達成相当の経費を補正している。 

3    週休 2 日制の実施にあたっては「松戸市水道事業建設工事週休 2 日制

適用工事試行実施要領（令和 5年 4月施行）に基づき行うこと。 

4    受注者は、現場着手前に対象期間について監督職員と協議し、現場閉

所予定日がわかる工程表等を監督職員に提出すること。 

5   受注者は毎月の工事履行報告書と併せて、チェックリスト（別紙２）

を提出すること。 

 

（熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行工事）  

第 22 条 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費の補正を試行する対象

工事とする。 

2 受注者は、契約後速やかに、本試行の適用について、監督職員と協議す

ること。 

3 工事の実施にあたっては、「松戸市水道事業熱中症対策に資する現場管理

費の補正の試行要領」に基づき行うこと。 
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第１章 総則 

 

１ 適用範囲 

  本特記仕様書は、松戸市水道部の発注する次の工事に適用する。 

（１）工事名称 常盤平地区６号井改修工事 

（２）工事場所 松戸市常盤平１－１－２ つつじ公園内 

 

２ 仕様書の優先順位 

  仕様書の優先順位は、次のとおりとする。なお、本特記仕様書・仕様書並びに他

の設計図書に記載のない事項については、発注者と協議して定める。 

（１）本特記仕様書・仕様書 

（２）水道工事標準仕様書（千葉県企業局 2024年度版） 

（３）その他公的仕様書 

 

３ 添付図 

  添付図は参考図であり、実施にあたっては施工承諾図により決定する。 

 

４ 軽微な変更 

  現場の納まりや取り合い等により機材の取り付け位置または取り付け工法の多少

の変更、及び設計図書に記載が無く、構造上、機能上、関係法令上、当然必要とす

るもの等で設計変更を必要としない軽微な変更については、発注者と協議のうえ、

受注者の責任において実施するものとする。 

 

５ 重要事項 

  本工事の工程及び内容において重要と考えられる事項については、発注者と早期

に協議すること。特に井戸改修の清掃工程については、その施工について十分に協

議を行うものとする。 

 

６ 手続き及び費用 

  官公署その他への手続き及び費用は、本工事範囲とする。 

（１）公道にて作業を行う場合は通行者の安全に十分注意し、また道路使用許可等が

必要となる場合については、受注者にて所轄警察署と必要な手続きを行い、適切

に交通誘導員を配置すること。また、住民周知のため工事用看板を掲示すること。 

（２）本工事にて電線や電話線、線路等が近接する場合、当該業者と十分に協議し必

要な手続きを行うこと。 

（３）本工事は公園内で行うため公園緑地課への占用申請に必要な書類一式を作成し

提出すること。 
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７ 提出書類 

  発注者への提出書類は、契約書及び本特記仕様書・仕様書によるが、水道工事標

準仕様書に記載のあるものも原則として提出を行うものとする。 

（１）現場入場２週間前までに施工計画書を提出すること。施工計画書は次の事項を

参考に記載すること。 

   工事概要、計画工程表、現場組織表、指定機械、主要機械、主要資材、施工方

法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む。）、施工管理計画（品質管理、

工程管理、出来形管理）、安全管理（安全研修訓練を含む。）、緊急時の体制及

び対応、交通管理、環境対策、再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理

方法、その他 

（２）施工体制台帳は松戸市建設工事適正化指導要綱（要綱中「市長」は「水道事業

管理者」に読み替えるものとする。）に従って、工事現場に掲出するとともに、

写しを発注者に提出すること。 

（３）協議及び打合せは、協議書や打合せ簿等書面により行うこと。 

（４）事業終了後は速やかに報告書を提出すること。 

 

８ 養生等 

  工事施工にあたっては、第三者や建築物、電線、電話線及び線路等に対して十分

留意し、必要な手続きを行い、事故のないように努めること。万一被害を与えた場

合は、受注者の責任で処理するものとする。 

 

９ 安全対策 

  安全対策は最優先とし、通常の安全指導の他、常に現場の状況に即した対策を講

じるものとする。特に、高所作業や重量物の移動等には十分に安全を確認したうえ

で作業を行うこと。 

  安全パトロールや作業員全員参加による安全教育を実施し、無事故に努めること。

なお、安全・訓練等の実施状況を発注者に報告するものとする。 

 

10 衛生管理 

  工事箇所の衛生管理には十分注意すること。また、油脂や薬剤等飲料水に不適な

ものは取扱に注意すること。井内及びその上部では油脂類を使用しないこと、また

内部に付着させないこと。周囲で使用する場合は内部に流入しないよう十分注意す

ること。 

  工事に伴う人の密集がおこる場合、感染症への対策を行うこと。 

 

11 環境対策 

  工事施工に当たっては、環境に配慮し、施設近隣に迷惑をかけないようにするこ

と。 
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12 創意工夫等 

  請負者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、

または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完了ま

でに打合せ簿等所定の様式により提出することができる。 
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第２章 工事内容 

 

１ 概要 

  本工事は、現在稼働中の井戸を改修するもので、その工事内容は次のとおりとす

る。 

 

（１）水中テレビカメラ調査（事前・改修後） 

（２）井戸洗浄(ブラッシング・スワビング・バックウォッシング) 

及び埋砂しゅんせつ 

（３）揚水試験（事前・改修後） 

（４）水中ポンプ・井戸配管更新 

（５）編集・解析 

 

２ 機器等特記仕様 

（１）水中ポンプ 

・口  形 100mm 

・吐 出 量 0.8㎥/min 

・揚  程 80m 

・出  力 18.5kW 50Hz 200V 

・数  量 1台 

※上記は参考値であり詳細は機器承諾図をもって仕様を確定するものとする。 

 

（２）既設ポンプ仕様（参考） 

・型  式 100BHS6M 荏原製作所製 

・口  形 100mm 

・吐 出 量 0.8㎥/min 

・揚  程 80m 

・出  力 18.5kW 50Hz 200V  

   ・ポンプ位置 82.5m 

 

（３）配管材等 

   揚水管 100A×2.75m ナイロンコーティング鋼管 30本 

   逆止弁 100A 1個 

   仕切弁 100A 1個 

  水位測定管 25A VP（ソケット共） 22本 

水中ケーブル 180m 平形3心 

  低水位電極（停止用）ＭＡ電極付 100m 1式 
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３ 水中テレビカメラ調査（事前・改修後） 

（１）事前調査 

   事前水中カメラ調査を次のとおり行う。 

 ア ケーシング内面を直視、側視でケーシング接続部、ポンプ据付付近、スクリー

ンの損傷及び閉塞状況等を観察する。 

 イ 水中カメラによる動画映像を記憶媒体に記録し提出する。ファイル形式は

Windows11標準のソフトウェアーで視聴が可能であり、別途プログラムをインス

トール不要のものとする。また、動画の切り出し画像を写真帳にまとめること。 

   本調査により、以後の本工事手順の方針を発注者と十分に協議の上決定するこ

ととする。 

   本調査の方法は事前に発注者と協議し、定めるものとする。 

（２）事後調査 

   事後水中カメラ調査は事前水中カメラ調査と原則として同様に行うが、井内清

掃及び埋砂しゅんせつの効果がわかるように観察を行うものとする。 

 

４ 井戸清掃及び埋砂しゅんせつ 

（１）井戸仕様 

  常盤平地区６号井 
ア 深度 160ｍ 
イ 井⼾⼝径 φ200 (⼆重ｹｰｼﾝｸﾞ) 
ウ 低⽔位電極 
  （停⽌⽤） 

82.0ｍ 

エ ｽﾄﾚｰﾅｰ位置  
 当初 ⼆重ケーシング 
第 1 スクリーン 51.5〜61.5ｍ 49.5〜77.5ｍ 
第 2 スクリーン 70.0〜75.5ｍ 98.0〜114.0ｍ 
第 3 スクリーン 101.0〜112.0ｍ 147.0〜155.0ｍ 
第 4 スクリーン 147.5〜154.5ｍ ― 

 

（２）井戸清掃及び埋砂しゅんせつの手順 

 ア 井内しゅんせつは、埋没した井内の砂を除去するものとする。しゅんせつによ

って発生した砂等を産業廃棄物処分する場合は原則として以下の業者に搬出する。 

  可能な場合はリサイクル処理を積極的に検討すること。 

 

事業所名 （有）平澤興業 

   営業所所在地 埼玉県越谷市大間野町5-240-1 

   営業所連絡先 048-987-0830 

   搬出施設所在地 千葉県市川市塩浜2-27 
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   搬出施設連絡先 047-318-7676 

   搬出処分完了後、マニフェスト伝票のＡ、Ｂ２、Ｄ、Ｅ票の写しを提出するこ

と。 

砂が外部から多量に侵入し、除去不可能の場合は速やかに発注者に協議を行う

こととする。 

 イ 清掃については事前に決定した方針に基づき揚水・注水洗浄等を十分に行い、

動水位低下を改善させるよう努めるものとする。 

   当作業は本工事において最も重要な工程であるため、発注者と十分に協議の上、

特に入念に作業を行うこととする。 

 

５ 揚水試験（事前・改修後） 

（１）一般事項 

 ア 試験調整は、関連工事と十分な協議を行い、試験計画書を作成して発注者の承

諾を得てから実施するものとする。 

 イ 取水ポンプ停止後、再度運転を行う場合は、井戸の保全のため原則として１５

分以上経過してから行うこと。（日本水道協会 井戸等の管理マニュアルより） 

（２）事前揚水試験を次のとおり行う。 

 ア 改修前段階揚水試験 

   段階的に揚水量を増量して行い、現状の井戸湧出能力を求めるものとする。１

段階の時間、段階数は発注者と協議して決定する。 

（３）事後揚水試験を次のとおり行う。 

 ア 排泥揚水、予備揚水 

   排泥揚水、予備揚水を行い、以後の揚水試験の予備資料とする。 

 イ 段階揚水試験 

   段階的に揚水量を増量して行い、限界及び適正揚水量を求めるものとする。１

段階は原則として６０分以上、段階数は原則として５段階以上で行い、変更する

場合は発注者と協議することとする。 

 ウ 定量連続揚水試験 

   段階揚水試験で得られた適正水量で行い、水利定数を求める。測定時間は原則

として６時間以上とする。 

 エ 水位回復試験 

   水位の回復状況を測定し、水位の復元性を測定時間は原則として６０分以上と

するが、変更する場合は発注者と協議することとする。 

（４）単体試験 

   本工事に関連する単体試験を行う。 

（５）井戸水質試験 

   水質試験は原水について水道法原水３９項目、１検体について行う。揚水によ

って得られた水が原水として適正か、水道法に基づく項目について水質試験を行

う。 
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（６）復旧作業 

   復旧時、水中ポンプ及び揚水管等、低水位電極、水位計ガイド管を設置し、適

正揚水量となるよう仕切弁を調節し、井戸機能を復旧（遠方動作確認を含む）す

る。適正揚水量とポンプ能力に大きな乖離がある場合は、発注者と協議を行い、

対応を決定するものとする。 

 

６ 編集・解析 

（１）本工事の結果より編集・解析を行い、今後の適正な井戸運用を検討する。 

（２）報告書作成は、Ａ４判（金文字黒表紙）を２部、ＰＤＦ形式等の電子データを

記憶媒体に記録したものを同封することとする。報告書は、以下の内容を盛りこ

む。 

 ア 井戸用水中ポンプ更新記録（図面、仕様等） 

 イ 揚水管等更新記録 

 ウ 調査、しゅんせつ、清掃結果（改修前揚水試験結果、改修前水中カメラ等調査

記録、砂埋没の状況・スクリーン状況等、清掃結果等） 

 エ 試運転調整結果（改修後水中カメラ記録、改修後揚水試験結果、単体試験結果、

組合せ試験結果、水質試験結果等） 

 オ 結果の評価（劣化の度合い、原因等） 

 カ 今後の運用・機能維持のための提案（揚水方法、今後の改修工事の提案等） 

 キ 写真帳（作業内容、水中カメラ映像等） 

 ク その他必要事項 

 

７ 工事写真 

（１）種類 

作業内容、水中カメラ映像、漏水確認、揚水機器締め付けトルク、他 

（２）工事写真黒板記載事項例 

  ・工事名称 常盤平地区６号井改修工事 

  ・工事場所 松戸市常盤平１－１－２ つつじ公園内 

  ・状況 

  ・撮影年月日 

  ・請負者 

  ・その他必要な事項 

 

８ 健康診断 

  作業従事者は、「水道法第21条」、「水道法施行規則第16条」に準じた検査（検便）

を事前に実施し、その写しを提出すること。 
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第３章 雑則（その他） 

 

１ 本工事の請負業者は、発注者の指示のもとに細部にわたり、良心的かつ高度の技

術を持って作業にあたり、運転に際し支障を生じないようにすること。 

 

２ 受注者は、本工事着工にあたり関連業者と十分な事前協議を行い、工事進捗に支

障のないようにすること。 

 

３ 本工事の基礎、床盤内外その他モルタル工事等は確実に行い、かつ工事の痕跡を

残さないようきれいに仕上げること。なお、各機器据付部のはつり作業は完全に行

い、据付場所にはつりくずが残らないようにすること。また、工事の施工後は工事

に要した敷地を十分に清掃すること。 

 

４ 本仕様書に記載した各機器の容量等は参考値であるので、設計製作の際は十分検

討して適正なものとすること。 

 

５ 各機器及び材料については、ＪＩＳ等の規格に基づき適正な検査を実施し、規格

に適合したものを使用すること。 

 

６ 浄水施設が稼働中であることに十分注意し、水道水の安定供給に支障が無いよう

に工事を行うこと。 

 

７ 地下施設の場合、侵入水等の排水対策をとること。 

 
８ 場内の井戸水は作業に使用可能とする。また、使用電力は井戸制御盤（3相

200V）から調達可能とする。ただし、容量範囲内とすること。 

 

９ 仕様書に疑義が生じた場合、又は仕様書に定めのない事項が生じた場合は、発注

者と受注者が協議して定める。設計図書と関係法令等との間で食い違いがある場合、

又は食い違いが生じた場合には遅滞なく発注者に報告し、完成品が違法とならない

よう努めること。 

 



事業名称 常盤平地区６号井改修工事

事業場所 松戸市常盤平1-1-2　つつじ公園内

図面名称 案内図（１）

縮尺 S=NON

図面番号 １/８

令和７年度

松戸市水道部

常盤平地区６号井

工事箇所
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構　造　図

自然水位

揚水管 １００A×2.75m×30本

低水位電極（復帰用）

揚水水位

低水位電極（停止用） 82.0 m

ポンプ位置 ８２．５m

ポンプ型式 100BHS6M 18.5kW 0.8m3/min×80m

ケーシングパイプ２００A

さく井口径 ２００㎜

井戸深度 １６０m

事業名称 常盤平地区６号井改修工事

事業場所 松戸市常盤平1-1-2　つつじ公園内

図面名称 構造図（２）

縮尺 S=NON

図面番号 ４/８

令和７年度

松戸市水道部
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